
「業務プロセス予算」の導入について

■ 趣 旨

厳しい財政状況の下で府民本位の京都府づくりを進めていくためには、行政経営の改
革に取り組み、限られた経営資源 (人的 ・財的)の有効活用を図ることが不可欠である。

このため、人件費を含めたトータルの財源の配分状況が、事業効果に見合ったもので

あるかどうかの検証 ・見直しを行い、より効率的な予算編成と人員配置を進めるととも
に、個々の事務事業に係る業務プロセスの点検を行い、外部委託化や I T の活用による

効率化を図るなど、業務の執行体制や実施方法の改革を進める取組みとなる 「業務プロ

セス予算」の試みを進めていくこととする。

■ 取組内容

□ 取組方法

各部局において作成する検討調書を基に、知事直轄組織 ・総務部が連携して見直し
を行い、その結果を平成17年度の組織 ・定数及び当初予算に反映させる。
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※ 予算編成作業と組織 ・定数作業の関係
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1 注) ① :事業費の査定に伴い、人員配置が変動するもの

l   ② :上記以外 (人員配置が、直接事業費査定と運動しないもの)
、ヽ_ _ 二_ _ _ _ _ ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
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□ 検討調書の作成

各部局において、下記の検討調書を作成し、別途指定する期日までに、総務部に提
出。 (総務部から知事直轄組織へ検討調書を回付)

検討調書 (様式 1 ) :各課室 ・地域機関毎に全事業及び事業毎の従事職員数をリス トアップ

検討調書 (様式 2 ) :各事業毎に業務プロセスを細分化し、区分毎に必要経費と従事職員数を

記載。併せて、業務プロセスの改善方向を明記。
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(様式1 )

業務プロセス見直し検討調書

本庁課室名又は地域機関名部局名

政

策

的

経

費

庶務・経理・秘

企画・調整、調査・統計

相談・窓田サービス

課・徴収、折衝・交

露



(様式1 )

業務プロセス見直し検討調書(記入例)

○O ①O 部  本庁課室名又は地域機関名 ◇◇◇◇室部局名

的

経

費

■■■■■■事業費

◆◆◆◆◆◆補助金

△△△△△△事

□□□□□□事業費
…千円は公所配当☆☆☆☆☆☆補助金

配分予算(H 経費)★★★☆★☆事

0 ●●●●●運営費
X × X × X × 事 業 費

▽▽▽▽▽▽事業費

◎◎◎◎◎◎補助金

庶務・経理・秘書

企画・調整、調査 ・統計

談・窓田サービス

公物管理・施設管理

暴



(様式2 )

業務プロセス見直し検討調書

部局名

事業名

本庁課室名又は地域機関名

業務プロセスの改善について

日 外部委託化等による業務の効率化

■その他(上記以外で業務の効率化に繋がる取組み)

部局の改善案

■ N P O 、市町村等との協働の推進
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(様式2 )

業務プロセス見直し検討調書(記入例)

部局名 ①O ①①部  本庁課室名又は地域機関名 ◇◇◇◇室

事業名 ■■■■■■事業費

業務プロセスの改善について

■ 外部委託化等による業務の効率化
の迅速化・効率化を図るため、事業実施に係る調査業務については、平成〇年度から民間のコン

サルに委託している。

■ N P O 、市町村等との協働の推進

事業実施に際しては、府民参加型事業への転換と事業費の縮減を図るため、N P O 等との連携・

を一層推進していく必要がある。

■その他(上記以外で業務の効率化に繋がる取組み)

轟

業 務 内 容
④当初
(要求額)

①従事
職員数

部局の改善案 備  考

事業スキーム作成 ３０

調査委託入札準備、入札 ０

調査委託 (民間コンサル) 1,50 0

コンサルとの調整、事業実施準
備

３０

事業実施 8 ,0 0 0
５ N P O 等との連携と協働の強化

実績とりまとめ ００５ 0。3

計 10 ,0 0 0 2 .5


